
訪問介護サービス提供に係る留意事項について 

（対象：訪問介護事業所・居宅介護支援事業所・介護予防支援事業所） 

 

  本集団指導の資料の１つに「事業者と利用者の契約に関する留意事項」というテーマを掲載

していますが、その内容は訪問介護に限らず、どのサービスでも起こりえることを想定したも

のです。 

  市に寄せられる利用者や家族からの苦情の中で、訪問介護（とりわけ生活援助型サービス）  

 の内容が少なくありません。 

  訪問介護で提供できるサービスは、ケアマネジャーが利用者の状態・状況に合わせ必要なサ

ービスの提供を計画した「ケアプラン」で決められ、利用者等を交えたサービス担当者会議で

相互共有、合意形成を図り提供されるものと考えます。そのため、訪問介護員は居宅で、利用

者のニーズや利用者の状況の変化に応じ、提供しているサービス内容について、変更する必要

があればサービス提供責任者に相談・報告し、サービス提供責任者は、ケアマネジャーと連携

をとることになります。また、別紙に記載されている「一般的に介護保険の生活援助の範囲に

含まれないと考えられる事例」に明らかに該当するものを利用者から求められた場合は、訪問

介護員から適当でない旨を説明することとされていますが、判断に迷う場合や理由が説明でき

ない場合に、安易に「介護保険外サービスです」等と回答することにより、利用者に納得を得

られず、トラブルの一因となることがありますので、あらかじめ事業所内で対応方法について

意思統一を図っておきましょう。 

  また、サービス提供責任者の業務として「訪問介護員等に対し、具体的な援助目標及び援助

内容を指示するとともに、利用者の状況についての情報を伝達すること。」と条例に規定されて

います。これに対し、遵守していると示す根拠資料の１つとして、訪問介護計画書や介護手順

書が考えられます。訪問介護計画書は作成が義務付けられていますが、介護手順書の作成は義

務付けられていません。しかし、複数の訪問介護員が対応する場合や利用者が求めている場合

等必要に応じて介護手順書を作成することが望ましいと考えます。注意点として、介護手順書

の作成後、ケアマネジャーや利用者等と共有すること、手順書をもって『訪問介護計画をたて

た』ということにはならないため、手順書は必ず訪問介護計画書とセットであり、訪問介護計

画書を補強するためのものという扱いで活用してください。 

次ページ以降では、生活援助に関する国通知等（平成１７年４月１２日全国介護保険担当課

長会議資料）を改めてお示ししますのでご確認ください。 

 

 

  
















